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は じ め に 

  

 

保育士は、子どもの存在を通して、命と向き合い、社会と関わる。豊かな人

間性と高度な専門知識を備えた専門職として、保育を必要とする多くの子ども

の多様な姿や育ちを定点観測のように見守りながら育み続けることができる魅

力あふれる仕事である。 

保育の質の中核を担う保育士は、専門職として、一層の知識の獲得及び技術

の向上に取り組むことが求められている。保育士が各々の個性や特技を活かし

ながら専門性を向上させていくことで、保育現場はもっと豊かになる。 

保育士として子どもについて理解を深め、保育の楽しさを実感できるために

は相当程度の経験が必要であり、保育士が専門性を向上させながら長く働くた

めには、保育の魅力とやりがいに見合った、魅力ある職場づくりを進めること

が不可欠である。 

本報告書は、保育士が十分に確保され、「子ども」を中心に考えた質の高い

保育が保障されるよう、保育の現場・職業の魅力の向上の施策について集中的

に検討を行い、保育士としてのキャリア形成への展望を示しつつ、生涯働ける

魅力ある職場づくり、地域に開かれた保育所運営、保護者の保育への理解の増

進を始め、行うべきこと、奨励すべきことをまとめたものである。 

根本となる考え方は、保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討

会の「議論のとりまとめ」（令和２年６月）の保育実践の質の確保・向上に向

けた取組の在り方に通底する。その上で、本報告書では、保育の現場・職業の

魅力向上の観点から、具体的な施策の方向性が提言されている。保育所、行

政、養成校等の各関係者におかれては、子どもの現在と未来のために、率先し

て取り組んでいただければ幸いである。 

 



 

１． 保育の現場・職業の現状と魅力向上に向けての基本的な考え方 

（１） 保育士等に関する現状・課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保育士に対する高い需要） 

○ 少子化が社会問題となっている中でも、女性の就業率の向上等に伴い保育ニー

ズは増えており、「子育て安心プラン」1に基づき、受け皿の整備が進められてき

た。保育所等において保育士として従事する者も増え続け、平成 30年 10月１日

時点で、総数で約 57万人（常勤換算で約 48万人）となっている。このような中

で、有効求人倍率2は全職種平均の倍以上となっているなど、保育の担い手の確保

がますます困難になっている。 

 

○ 市町村の第２期子ども・子育て支援事業計画を踏まえると、令和６年度末まで

に更に 10 万人超の保育所等の受け皿整備が見込まれており、保育士として従事

する者も更に常勤換算で約２万人程度必要となると試算される。 

  

                                                      

1 意欲的な地方自治体を支援し、待機児童解消を図るため、政府が平成２９年６月に公表したプ

ラン。女性就業率８割に対応できるよう、令和２年度末までの３年間で約３２万人分の保育所等

の整備等を行うことになっている。 

2 令和２年７月時点で保育士の全国の有効求人倍率は 2,29 倍、全職種は 1.05 倍となっている。 

○ 保育ニーズの増加に伴い、保育所等において保育士として従事する者も増

え続け、平成 30 年 10 月時点で、常勤換算で約 48 万人の保育士が働いて

いる。更なる女性の就業率の向上等が見込まれている中で、質の高い保育の

重要性にかんがみ、保育の質の中核を担う保育士の確保とその専門性の向上

は欠かすことができない。 

○ 保育士資格を取得する主要な途である指定保育士養成施設における入学

者数は微減傾向にあり、卒業生の約 15％は一般職に就職している。 

○ 保育所で勤務する常勤の保育士の離職率は約９％で、私立の保育所で勤務

している保育士の平均勤続年数は平成 30 年度時点では 11.2 年まで延びて

いる。保育士を退職する理由としては人間関係を始め職場環境・勤務条件、

妊娠・出産、健康上の理由、結婚等となっているが、退職者の７割は、短時

間勤務での復職意向を示している。 

○ 保育士の登録者数は平成 31 年４月時点で、約 160 万人となっているが、

各都道府県において、現在、就業しておらず、保育士として勤務できる者の

情報等を把握できる仕組みとなっていない。 
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○ 乳幼児期は生涯にわたる生きる力の基礎を育む極めて大切な時期であり、質の

高い保育を受けることはその後の人生に良い影響を与えることから、保育の質の

中核を担う保育士の確保とその専門性の向上は欠かすことができない。 

 

（新規資格取得者の動向） 

 ○ 保育士資格を取得する主要な途である指定保育士養成施設（以下「養成校」と

いう。）における入学者数は微減傾向にあり、平成 30年度の養成校への入学者数

は約 46,500人となっている。養成校の卒業生に関する令和元年度の調査研究3で

は、養成校の学生の８割以上は入学する段階で保育職への就職を目指すことを決

めているが、１割弱の学生は最終学年時に決めたと回答している。また、養成校

の卒業生の 15％は、保育所を始めとする社会福祉施設等ではなく、民間企業等に

一般職として就職しているが、令和元年度の上記調査研究では、一般職に就職し

た者の約４割が、「保育所における保育実習で保育をすることに自信を持つこと

ができなかったから」と回答している。 

 

 ○ 保育ニーズの増加を踏まえ、保育士確保のために、平成 29 年度から全国で保

育士試験を年２回実施していることもあり、保育士試験に合格して保育士になる

者は増えており、令和元年度の合格者数は約 18,300 人に達している。合格者の

約８割は保育士として就業する意思を有しており、年齢が高いほどその比率が高

くなっている。一方で、合格者の約６割は、保育士としての就業に関し労働条件・

労働環境、保育・子育て・実習等の経験不足を始め何らかの不安を感じている。

また、保育現場での就業経験の有無にかかわらず、約７割の合格者が保育現場に

おける実習や研修が必要と回答している。 

 

（保育士の離職状況と勤続年数） 

○ 保育所で勤務する常勤の保育士の離職率は約９％4であり、勤務者が 40 万人を

超える中では必ずしも高くはなく、私立の保育所で勤務している常勤保育士の平

均勤続年数5は平成 28 年度時点の 8.8 年から、平成 30 年度時点では 11.2 年まで

延びている。 

  

                                                      

3 指定保育士養成施設の内定先等に関する調査研究（令和元年度子ども・子育て支援推進調査研

究事業（厚生労働省）実施主体：一般社団法人全国保育士養成協議会） 

4 平成 28 年及び 29 年社会福祉施設等調査（厚生労働省） 

5 平成 29 年度及び令和元年度幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査集計結果（内閣

府）。平均勤続年数は過去の勤務していた保育所等における勤務年数も含めて算定。 
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○ 一方で、令和元年度の東京都保育士実態調査6では、過去に保育士として就業し

た者が退職した理由として、職場の人間関係が３割を占め最多であり、給料が安

い、仕事量が多い、労働時間が長い、妊娠・出産、健康上の理由（体力含む）、結

婚が続いている。一方、同調査によれば、過去に保育士として就業した者の約７

割は短時間勤務での復職意向を有しており、特に 30代の女性では８割に達する。 

 

○ 独立行政法人福祉医療機構の平成 30 年度の調査7では、退職して転職した者の

うち、過半数が保育業界に転職し、概ね３割が他業界に、約１割５分が他福祉業

界に転職している。 

 

（保育士登録者、保育士資格を有する者と保育所とのマッチング） 

○ 保育士登録者数は平成 31 年４月１日時点で約 160 万人となっているが、各都

道府県において、現在就業しておらず、保育士として勤務できる者の情報等を把

握できる仕組みとなっていない。 

 

○ 都道府県、指定都市、中核市が設置する保育士・保育所支援センターは、全国

64カ所に設置されており、保育士資格を有しながら、現在保育士として従事して

いない方に対して、保育士に関する再就職に関する相談・就職あっせん、求人情

報の提供を行うとともに、保育所を離職する者や新たに保育士登録を行う者に、

人材バンクとして登録してもらい、必要な時に支援を受けられるようにしている。 

 

○ 全国の主要なハローワーク 103カ所では、保育分野を始め、医療、介護、建設、

警備、運輸等の雇用吸収率の高い分野のマッチング支援を強化するため、人材確

保支援の総合専門窓口である人材確保対策コーナーを設置している。 

 

○ 保育士・保育所支援センターは、ハローワーク等と連携を図りつつ、保育士資

格を有する者と保育所とのマッチングを行っている。これまでの保育士・保育所

支援センターのマッチング成功率が３割強、ハローワークでのマッチングの成功

率が約４割となっており、全職種を対象にした平均より高くなっているが、保育

士に対する需要は高いことなどにより、保育業界においても、医療や介護業界と

同様に、有料職業紹介事業を行う事業者等も活用されている。 

 

 

 

 

                                                      

6 「東京都保育士実態調査報告書」（令和元年５月公表）東京都福祉保健局 

7 「平成 30 年度「保育人材」に関するアンケート調査の結果について」（平成 31 年 1 月公表）

独立行政法人福祉医療機構 
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（２） 保育士の職業の魅力と専門性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保育士の職業の魅力） 

 ○ 保育の魅力を発信、向上させるため、保育士の職業の魅力について考えてみ

ると、保育士の職業には魅力があふれていることが分かる（参考資料１）。その

あふれる魅力について発信するために、簡潔に言語化すると、以下のようにま

とめることができると考える。本検討会の開催に先立って募集を行った意見募

集（参考資料２）には、2,600 件を超える保育士、主任保育士、施設長、養成

校で保育を学ぶ学生等から、様々な保育士の職業の魅力ややりがいについて具

体例を含めて寄せられた。 

・  保育士は、子どもの存在を通して、命と向き合い、社会と関わる。専門職と

して、保育を必要とする多くの子どもの多様な姿や育ちを定点観測のように見

守りながら育み続けることができる魅力あふれる仕事である。 

・  保育士が各々、特技、専門知識を持っていることで、保育の現場がもっと豊

かになる。 

・  保護者とともに、子どもの成長の喜びを分かち合い、社会を支えるインフラ

として欠かすことのできない感動のある職場であり、仕事である。 

・  自分のライフワークが仕事に活かせる。あそび歌や造形などの特技を仕事に

活かせる。 

 

（保育士の専門性と保育の現場） 

○ 保育士の職業の魅力の一つとして、その専門性は欠かすことができない。保

育士には、子どもの健康を守り、安全・安心を確保し、保育活動の中心となる

子どもの遊びを豊かなものにするための専門性が求められる。子育て支援や感

染症対策等を始め、保育士に求められる専門的な知識・技術は、時代とともに

新たに、かつより高度なものになっている。保育士は、未来をつくる子どもと

ともに、生涯学び続けられる職業である。 

 

○ 保育士は、子どもを通して、命と向き合い、社会と関わる。豊かな人間性と

高度な専門知識を備えた専門職として、多くの子どもの多様な姿や育ちを定点

観測のように見守りながら育み続けることができる魅力あふれる仕事である。 

○ 保育士には、幅広い知識・技術と、状況に応じた判断を行いつつ保育をする

専門性が求められる。保育活動の中心となる子どもの遊びを通した発達の援助

は、個々の子どもの状態や興味・関心に応じて行う必要性が高く、保育士の豊

かな経験を背景とする個々の引き出しの差が保育の質にあらわれることから、

研修で得た知識や技術を日々の保育実践で活かしながら、施設長等の助言を受

けながら、継続的に専門性を高めることが大事である。 

○ 専門知識や技能、さらに特技を高めることで、保育の現場が豊かになる。 
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○ 子どもの発達の援助は、遊びや生活を通して、個々の子どもの状態や興味・

関心に応じて行う必要性が高い。そのため、子ども及び保育に関する幅広い知

識・技術など、個々の保育士の豊かな経験を背景とする個々の引き出しの差が

保育の質にあらわれる。さらに、子どもの見方や発達心理など最新の知見を得

ることにより、保育の質が向上する。 

 

（研修と実践を通じた専門性の向上） 

○ 保育士の育成は、保育所を円滑に運営する上で欠かすことができないことか

ら、保育所は、子どもたちへの保育方針のみならず、職員の育成方針を明確に

して、保育士のキャリアパスを見据えた体系的な研究機会の充実を図ることが

重要である。 

 

○ 保育士は、日々の保育実践を通じて、必要な知識及び技術の修得、維持及び

向上を図るとともに、職場内での研修に参加することに加え、キャリアアップ

を目的とする体系化された外部研修等で学んだ知識及び技術を保育実践の中で

活かし、施設長や主任保育士等の助言を受けながら、知識及び技術を実践の中

でさらに深めていくことが重要である。加えて、研修制度への参加に併せて、

施設長や主任保育士等と共に、自身のキャリアを考え、自らの職位や職務に合

った能力を身につけることが求められている。 

 

○ 保育の現場の魅力がより豊かになるためにも、研修等を通じて、継続的に保

育士の専門性を高めていくことが重要である。 
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（３）保育の現場・職業の魅力向上に向けての基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保育現場、行政、養成校との連携） 

○ 保育の魅力を効果的に発信するためには、保育現場、行政、養成校が連携して

発信すること、更に、保育士の養成・確保に当たっては、これらの関係機関が、

実習や授業、就職、卒業後のキャリアアップの４つの局面で協力、連携すること

が必要である。 

 

（保育士の職業の魅力と保育士の養成・確保） 

○ 保育士の職業には魅力があふれている。その職業の魅力について中高校生を始

め広く社会に発信して、高等学校等を卒業後に養成校に入学し、保育士として必

要な知識や基本的な技能を身につけて卒業し、資格を取得して保育士として従事

する者を増やしていくことが必要である。また、併せて、保育士として日々の保

育所での仕事やその振り返りや職場内での研修、更に保育団体や地方自治体で行

う研修等を通じて、保育士としての技能を向上させつつ、保育士が働きやすい環

境を整えて長く就業できるようにして、保育士の養成・確保・定着を進めること

が基本である。 

 

（生涯働ける魅力ある職場づくりの重要性） 

○ 多くの保育所において、保育士という職業の魅力とやりがいに乗じて保育士の

頑張りに過剰に頼り、生涯働ける魅力ある職場づくりに関して後手になってきた

ことは否めない。 

 

 

 

 

 

○ 保育士の職業の魅力について、中高生を始め広く社会に発信して、保育士と

して従事する者を増やしていくことが必要である。 

○ 保育士の定着と確保には、生涯働ける魅力ある職場づくりが最重要の課題で

ある。 

○ 保育士確保のためには、地方自治体が関係機関と連携を図り、保育士資格を

有する者と保育所とのマッチングに併せて、保育の魅力発信や、学生・社会人

の資格取得支援や現役保育士の就業支援を行うことが必要である。 

○ 人気の職業としての保育士のイメージと、実際の現場に出たときのギャップ

が強く、それにより保育が嫌いになることは阻止しなければならない。保育業

界全体で、業務過多につながる行事の取組や華美な壁面装飾を見直していくこ

とも必要である。 
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○ 先述の令和元年度の東京都保育士実態調査や独立行政法人福祉医療機構の平成

30年度の調査では、過去に保育士として就業した者が退職した理由（複数回答）8

として、仕事量が多い、労働時間が長い、妊娠・出産・育児、結婚、親族の介護

等が上位を占めており、過重な労働やライフイベントを機に離職している実態が

ある。 

 

○ これらの実態を踏まえ、保育所において、業務負担の軽減や長時間労働の是

正、ライフステージに応じた多様で柔軟な働きを選択できる、生涯働ける魅力あ

る職場づくりを進めることが重要である。保育士の職業の魅力の発信が進んで、

保育士として従事する者が増加しても、働きやすい魅力ある職場づくりが進まな

ければ、大量の離職者を生み出すことになりかねない。保育士資格を有する者と

保育所とのマッチングを改善しても、過去に離職したときの理由が改善されなけ

れば、保育士は確保できない。保育士の確保と定着には、生涯働ける魅力ある職

場づくりが最重要であることを強調しておきたい。 

 

（専門職として生涯働ける魅力ある職場づくりに向けて） 

○ 保育所が、保育士自身が仕事を通じて成長できる職場、支え合える職場となる

ことで保育士の仕事の魅力やプラス面を更に高めることが必要である。こうした

取組が、専門職としてもっと長く仕事を続けたいとの思いや、人間としても社会

人としても成長できるとの実感を抱くことにつながる。保育士が人間として成長

することにより、保育現場はもっと豊かになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

8 「東京都保育士実態調査報告書」（令和元年５月公表） 

「過去に保育士として就業した者が退職した理由」：職場の人間関係 33.5%、給料が安い

29.2%、仕事量が多い 27.7%、労働時間が長い 24.9%、妊娠出産 22.3%、健康上の理由 20.6%、

結婚 18.4% 

  「平成 30 年度「保育人材」に関するアンケート調査の結果について」（平成 31 年１月公表） 

「平成 29 年度退職者の退職理由」：転職（保育業界）33.4%、結婚 30.1%、体調不良 24.1%、  

転職（他業界）18.9%、出産・育児 18.0%、職場の人間関係 15.8%、親族の介護 14.5% 
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○ 同時に、保育士という職業の専門性が保護者・世間から評価され、同僚・施設

長から認められ、自律的なキャリア形成を志向しながら生涯働ける職場にする必

要がある。多忙で残業せざるを得ない、有給休暇が取得しにくいといった環境を

作らないように、保育現場の働き方改革を進めていくとともに、子育て中の保育

士や家族の介護が必要な保育士が、育児・介護休業9の取得や短時間勤務制度10な

どにより、仕事と育児・介護を両立できるようになるなどライフステージに応じ

た柔軟な働き方を実現させていく必要がある。 

 

○ 人気の職業としての保育士のイメージと、実際の現場に出たときのギャップが

強く、それによって保育や保育の現場が嫌いになることは何としても阻止しなけ

ればならない。子どもへの愛情を伝える方法として、例えば、いつも紙を切って

ウサギを作り部屋を飾り付けるといった作業は必ずしも必要ではないのではない

か。行事に向けた取組を始め、華美な壁面装飾等を良しとする保育環境の捉え方

については再考の必要がある。こうした業務過多につながる作業を解体していく

ことが不可欠であり、保育業界全体で見直していくことも必要である。 

 

○ 地方自治体は、保育士の自律的なキャリア形成を支援する立場として、現職の 

保育士や施設長・主任保育士などの管理職の中からキャリアアップ研修の講師等

を務めることができる人材育成と仕組みづくりを行うことも考えられる。これに

より、保育士を始め保育現場で活躍している人材が、より多くの保育所に貢献す

ることも促進される。 

 

○ 保育所は子どものための施設であるが、同時に保育士にとっての職場であり、

保護者を迎える空間でもある。地域の大人の立ち寄り場所にもなり得る。そのた

め、保育所の環境の一部に、保育士等が集中して保育計画の作成を行ったり、落

ち着いて休憩ができる空間づくりの工夫も期待される。 

 

 

 

                                                      

9  育児・介護休業法において、育児休業制度は、子が１歳（保育所に入所できないなど一定の

場合は最長２歳）になるまで休業可能となっている。また、父母がともに育児休業を取得する

場合には子が１歳２ヶ月に達するまでの１年間休業可能となっている（パパ・ママ育休プラ

ス）。一方、介護休業制度は、要介護状態にある対象家族１人につき、通算 93 日の範囲内で合

計３回まで休業可能となっている。 

10  育児・介護休業法において、子が３歳に達するまで利用できる短時間勤務制度（１日原則６

時間）の措置を講じることが義務づけられている。また、要介護状態の家族を介護するため、

利用開始の日から３年以上の期間で２日以上利用可能な短時間勤務等の措置（短時間勤務制

度、フレックスタイム制度、時差出勤制度、介護費用の助成措置のいずれかの措置）を講じる

ことが義務づけられている。 
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 （保育士資格を有する者と保育所とのマッチングの改善、関係機関の連携強化） 

○ 都道府県、指定都市、中核市においては、保育士・保育所支援センターを設置

することなど国の施策を活用しつつ、ハローワーク、養成校、保育団体等関係機

関と連携して、保育士資格を有する者と保育所とのマッチングを行い、保育士の

確保を行ってきた。 

 

○ 保育士確保について実績を上げている都道府県、指定都市、中核市において

は、保育士・保育所支援センターに配置されたコーディネーターが関係機関との

連携強化の中核となり、機能強化が図られている。魅力発信、保育士の養成・確

保に当たっては、地方自治体がハローワーク、養成校、保育団体等関係機関との

連携強化を図り、マッチングと併せて、中高生への保育の体験イベント、ボラン

ティア体験を始めとした保育の魅力発信や、学生・社会人の資格取得支援や現役

の保育士の就業支援を併せて行うことが必要である。 
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２．保育の現場・職業の魅力向上のための具体的な方策 

（１） 保育士の職業の魅力発信の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①保育所を「開く」、保育参加の呼びかけ 

（保育所を積極的に保護者や近隣の保育士・地域住民に「開く」） 

○ 保育所は、子どもにとって安全・安心な場所であることが前提となることから、

外部に対しては閉じたものになりがちであるが、日常の保育実践を開くことで魅力

を発信できることから、保育所は保育実践を通じて、保護者や地域社会に子どもの

育ちを支えることの重要性を伝えていくことが大事である。具体的には、安全・安

心は維持しつつ、保育所を保護者や近隣の保育所等の保育士、地域の住民や小中高

校の関係者等に積極的に開いていくことにより、保育士の専門性について保護者の

理解が深まるとともに、専門職として地域単位や個々人の専門とする分野で、様々

な保育のコミュニティが生まれる。このことにより、保育士の職業の魅力を高め、

その発信の向上につながる。 

 

○ こうした保育所を開いていく取組とともに、一人一人の保育士が専門職として誇

りを持つことも重要である。そのための象徴的なツールとして、保育士が名刺を持

ち、自分の所属を保護者や地域の方、さらに研修会で知り合った他の園の保育士な

ど社会に対して明らかにしていくことも有効な取組と考える。 

  

○ 保育所を保護者や近隣の保育所等の保育士、地域の住民、小中高校の関係者

等に積極的に開くことにより、保育士の専門性について保護者の理解が広まり、

地域における専門職としての保育士のコミュニティが生まれる。 

○ 保護者に保育参加を呼びかけ、保育参加を通じて、保育所に子どもを「預け

る」のではなく、子どもの成長のために保育所に「通わせ」、保育所とともに子

どもを「育てる」という意識を醸成する。 

○ 養成校は、教育内容の充実を図りつつ、その内容について、地方自治体の保

育士確保の取組と連携して、中高生やその保護者等に対して広く発信すること

により、学生を確保することが必要である。実習等を通じて、職業にする決意

を固めてもらえるよう、養成校における実習指導担当者に対して共通の研修を

開始する。 

○ 国は、保育の仕事の魅力や体験イベント、各地方自治体の強み（フォローア

ップや研修の取組充実、保育の日創設等の保育士確保策の好事例）、保育士に感

謝の気持ちなどを発信する基盤を構築することを検討する。 
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（保護者に対する保育参加の呼びかけ） 

○ 保育現場の日常、子育ての楽しさ、奥深さを知ってもらうため、保護者に対して

保育所での保育参加を呼びかけ、保育参加を保育所の重要な取組として定着を図る。

例えば、「保育の日」を創設することなどにより取組を推進する。それにより、保護

者は、保育士の専門性や多忙さを理解するとともに、自分の子どもを通して他の園

児の成長も楽しみになり、子どもが育ち合っていること、保育現場が一つの社会で

あることを知ることができる。保育参加を通じて、保育所に子どもを「預ける」の

ではなく、子どもの成長のために保育所に「通わせ」、保育所とともに子どもを「育

てる」という意識を醸成していく。子育ては男性、女性がともにすることが当たり

前になることが必要であり、こうした取組は、男性に育児を促すことにも寄与する。 

 

（日々の保育の実践からの魅力の発信） 

○ 保育の魅力の発信は日々現場から保護者等を対象に行われているが、これをより

効果的に行うことが必要である。例えば、日々、子どもの遊んでいる様子、熱中し

ている様子、学んでいる様子を撮って、保育士のコメントを付け、「ドキュメンテー

ション」として、保護者に発信しているような取組も行われているが、このような

取組により、保護者も子どもが遊びを通じて多くのことを学んでいることが感じら

れ、園に対する理解も深まる。 

 

○ 保育所は、地域子育てに携わる他の関係者と連携しつつ、子育て支援の一翼を担

っている。また、世代を超えて地域の拠点となる要素を多数有しており、保育所を

「開く」ことにより、その可能性が広がる。また、保育所に来ることが困難な子ど

も等に対しては、保育所や保育士が可能な範囲で、出前型（アウトリーチ型）支援

を行っていくことも期待される。 

 

②養成校における教育の充実と質の向上 

（養成校における教育の充実と取組の発信） 

○ 養成校における入学者数は微減傾向にあり、教育内容の充実を図りつつ、インプ

ット型の学びとアウトプット型の学びをバランスよく行い、その内容について、地

方自治体の保育士確保の取組と連携して、中高生やその保護者等に対して広く発信

することにより、学生を確保することが必要である。 

 

○ 養成校における教育の質の向上と授業の改善に向けて、保育現場との協働により

様々な取組を行い、学生には長期的な展望を持ちながら保育士としてのキャリア形

成をイメージできるように教育した上で、保育士として長く勤めていくという意識

の涵養を図り、より多くの卒業生が保育現場に従事し、長く関わり続けることが必

要である。 
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○ 保育所における実習先は、学生の将来を大きく左右するものであり、特に、保

育士が生き生きと仕事をしているかが決定的に重要であると考えられることか

ら、学生の特性や希望に応じて、決定されることが大事である。養成校は授業を

保育現場の方に公開するような取組を行い、普段から現在の養成校や学生の状況

について理解を深めてもらうことも必要である。 

 

○ オンライン型テクノロジーの導入により、現場と養成校の教員と学生がつながる

ことが各地で行われている。これまで学生の指導に行けなかった卒業生も含め現職

の保育士が養成校に行って、学生に語りかけ、教えることにより、相当の専門性の

涵養につながっていると考えられ、これらの取組を推進することが重要である。 

 

○ 大学の養成校においては、半年程度の長期のインターンシップを課して、それ

を授業に活かすなど、卒業生が保育の現場を担っていくという意識の涵養を図る

ような、質の向上に向けた取組を行うことが必要である。その際、短期大学の養

成校から大学の養成校に編入学する学生のためのカリキュラムの工夫等も含めて

検討が必要である。 

 

（養成校の教育の発信） 

○ 保育士の魅力や専門性、養成校の教育の魅力について、十分に発信できていない

ことを踏まえ、各養成校のホームページから全国保育士養成協議会のホームページ

につながり、保育の魅力や専門性について細かく発信していく必要がある。 

 

（保育実習の改善に向けた共通研修の開始） 

○ 先述のとおり、養成校の卒業生の約 15％は企業の一般職等に就職しており、養

成校の卒業生に関する令和元年度の調査研究では、卒業して一般職に就いた学生

の約４割は、その理由として、「保育所における実習で保育をすることに自信を持

てなかったから」と回答している。養成校においては、保育の難しさや保育者とし

て困難なことにぶつかったときに、どのように乗り越えていくのかなど、人間関係

をつくっていく力を身につけておくことが必要である。 

 

○ 保育所での実習指導における質の差を改善し、実習等を通じて、保育士としての

責任感と使命感を育て、自らの職業にする決意を固めてもらえるように、養成校の

団体が実施主体となり、養成校における実習指導に携わる者に対して共通の研修

を開始する。国等は、実習が養成校での指導と相まってより効果的になるよう、実

習を受け入れる保育所において実習指導の責任者となる保育士への研修を引き続

き推進する。養成校と育所双方の実習指導担当者の共通研修については、一部の地

域で行われているが、養成校、地方自治体、保育団体が連携を強化することにより、

多くの地域で行われるようにすることが必要である。共通研修を促進する手段と

して、認定証を発行することも考えられる。 
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（卒業生のフォローアップ） 

○  養成校では、卒業後の再教育としてリカレント教育を行っており、卒業後１年 

目から２年目の保育士を保育所や地方自治体と連携しつつ支援して、専門職とし

ての基礎を揺るぎないものとすることが期待される 

 

○  保育士としての悩みや課題を抱えている卒業生が母校に戻って相談できる環境 

作りが必要である。卒業生の横のつながりを強化し、保育士のコミュニティ－作

りをサポートすることで、離職防止にもつながる。一度離職した後に戻ってきた

ときに安心して働けるように、フォローアップをしていく体制作りも大事である。 

 

○  養成校は保育士になった卒業生に関する様々なデータを有しており、その有効

活用が期待される。データを分析し、保育の現場に伝えて、生涯働ける魅力ある職

場づくりに協力していくことも必要である。 

 

③関係機関の連携による保育の魅力発信 

（保育の魅力発信のための基盤の構築） 

○ 保育士は小中学生に人気の職業であり、高校生になって将来の進路を本格的に考

える段階になった際にも選択肢の一つとして維持されることが重要である。中学・

高校時代の職場体験がきっかけで保育士を志望する学生は多く、職業としての保育

士に関心を持ってもらうため、中高生等を対象として、保育所でのボランティアや

体験イベントが行われているが、中高生の将来の進路の決定に影響を与える保護者

や進路指導担当の教員を始め多くの人は、保育所に関して一面的な情報しか持って

いない場合が多く、職業としての保育士の魅力や実状が伝わっていない。 

 

○ そのため、国は、保育の仕事の魅力や保育関連の体験イベント、各地方自治体の

強み（フォローアップや研修の取組充実、保育の日創設等の保育士確保策の好事例）、

保育士に感謝の気持ちなどを発信する基盤を構築することを検討し、保育の現場に

内包されているものなど、現場の人間だから言える言葉で発信していく取組を支援

することも必要である。 

 

○ その中で、中高生のみならずその保護者や進路指導担当者等が、その目的に応じ

て必要な情報を検索できることが必要である。保育士を目指す方への修学資金貸付

制度や、国や各地方自治体で行われている保育士の処遇改善の状況や研修情報につ

いても併せて周知するとともに、保育士資格を有する者と保育所とのマッチングを

行う保育士・保育所支援センターの情報についても掲載することが有効である。 
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（保育の魅力の社会への効果的な発信） 

○ 国は、保育の価値、保育士の専門性や職業としての魅力のイメージについて、関

係団体と連携して発信していくことを検討する。その際、保育という仕事を選択し

たライフスタイルを魅力的に見せることも大切である。 

 

○ 発信する媒体としては、ホームページや SNS のほか、雑誌やウェッブマガジン、

保育士専門サイトなどが考えられる。小学生から大人まで幅広い世代が楽しめる漫

画は、紙媒体のみならず、デジタル媒体でも特に発信力が高い。現場の等身大の保

育士の体験を、保育の現場に精通した専門家が監修して、人気漫画家が描き下ろし

て発信することのほか、著作権者と連携して人気作品を活用すること、スポット映

像を製作することなどが効果的と考えられる。 

 

（保育団体による発信） 

○ 保育団体は、子どもの育ちを社会全体で支える象徴となるピンバッチの作成と

普及、優れた保育実践を行っている保育所への表彰、保育内容や保育士の専門性

の DVDやポスターの作成、会報誌を通じた発信、研修会の開催等を行い、保育士

の仕事、保育の魅力の発信を積極的に行っている。 

  

○ 各団体においては、これらの取組について、より効果的に発信するため、地方

自治体や養成校と連携することや、団体間において各団体の強みをいかした連携

を図りつつ、一元的に行うことを検討することが必要である。 

 

（社会を支えるインフラとしての保育所） 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染の拡大を防止するため、緊急事態宣言が出され

る中でも、保育所は社会を支えるインフラとして、原則開所の方針が示された。大

臣が関係者に向けた感謝の言葉などの事実を広めることも魅力の向上につながる。 

 

○ 保育士への感謝の言葉を紹介するなどの民間で行われている取組も、魅力の向上

に効果的と考えられる。国は、先述の保育の仕事の魅力等を発信する基盤の構築に

当たっては、これらの取組と連携を図ることを検討することが大事である。 

 

○ 保育所は、社会を支えるインフラとして全国の隅々まで設置されており、人口減

少地域においても持続可能となるよう、その在り方について検討していく必要があ

る。 

 

 

 

  

- 14-



 

（２） 生涯働ける魅力ある職場づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（魅力ある保育の職場づくり） 

○ 子どものことを第一に考えた保育を行うに当たっては、目指すものは同じであり、

日頃直接仕事のやりとりをしない同僚も含め、保育所において、子どものしぐさや

行動についての振り返りや、保育観を語り合うなど、日頃から職員間の対話が大事

である。職員が日常的に対話を重ねている職場では、自園の保育理念や方針なども

共有しやすく、同じ方向目標を共有しながら保育の質の向上を志向する職場となる。 

 

○ 日常的に対話ができる職場においては、職員間における信頼関係の下、誰もが安

心して働ける職場となる。そのような職場環境の下で、子どもと向き合い、保護者

と信頼関係を育みながら、より質の高い保育を生み出すという好循環を生み出すこ

とが必要である。 

 

○ 施設長、主任保育士の下で、目指すべき目標に向かって、多くの子どもの多様

な姿や育ちを定点観測のように見続けるためには、初任から中堅・経験豊富な保

育士等が勤務時間・雇用形態にかかわらずチームとして働く力を身につけること

が必要である。 

  

○ 施設長は組織運営のためのマネジメント力を身につけ、保育士等がチームと

して語り合う時間を確保しながら、生涯働ける魅力ある職場づくりを進めるこ

とが重要である。 

○ 働き方改革と業務効率化・業務改善の推進により、ノンコンタクトタイムを確

保して、保育士が「子どもの理解」を中心に語り合える環境の実現を図る。 

○ 保育所は働き方改革として、職員の勤務時間の改善や有給休暇の取得促進等

を進めるとともに、育児・介護休業法に基づく育児・介護休業制度や短時間勤務

制度、子の看護休暇・介護休暇制度等について就業規則等で整備することに加

え、育児・介護休業や短時間勤務中の職員の代替要員の確保等を進め、育児休業

制度等を取得しやすい勤務環境づくり、勤務時間・雇用形態にかかわらず、保育

士の技能、経験、役割に応じた処遇とすることが重要である。 

○ 保育士の魅力とやりがいに見合った勤務環境にしていけるよう、保育所は学

びや取組を進め、国は、様々な支援策に取り組む。 

○ ICT 化や保育補助者等の活用により業務効率化と業務改善を進める。 

○ オンライン研修や保育の質の向上の取組、保育士が相談しやすい環境の整備、

シニア人材の活用等の推進や施策の検討を行う。 
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○ 短時間勤務や非常勤の職員を含めて全員が職員会議に参加することにより、様々

なところで話し合いが行われるなどのメリットが生じているなどの例がある。土曜

日の勤務はフルタイムの正社員が行うといった先入観を持たずに、非常勤で働く人

材の活用も考えることが必要である。 

 

○ 一方で、オンラインシステムの普及により、例えば、同じ年齢の子ども担当者

のみで小規模なグループでミーティングを行うこともできるようになった。様々

な職員会議が行われることによって、職場の連携がスムーズになる。 

 

○ 施設長は組織運営のためのマネジメント力を身につけ、保育士等がチームとし

て、語り合う時間を確保しながら保育の質を確保しつつ、保育士がライフイベン

ト等に応じた長期的な視点に立ってのキャリア形成ができるよう、生涯働ける魅

力ある職場づくりを進めることが重要である。そのため、働き方改革と業務効率

化・業務改善を推進する。これらにより、ノンコンタクトタイムを確保して、保

育士を始めとする全職員が「子どもの理解」を中心に語り合える環境の実現を図

る。 

 

① 働き方改革の推進 

（保育所における働き方改革の推進） 

○ 職員が安心して働くことのできない保育所では、子どもに良い保育ができない。

良い土壌には良い作物が咲いて実る。職場の環境改善は、保育士の成長や保育の質

の向上に必須である。 

 

○ 保育の仕事に魅力を感じるためには、保育士が５年後、10年後の自分の姿が見

えることが重要である。保育所においては、産休・育休後のキャリアパスの明確

化や職場復帰支援プログラムの作成を始め、生涯保育士として働けるためにはど

うすれば良いか考えることが必要である。 

 

○ そのため、保育所は、保育の方針を明確化して施設内で共有を図り、その理念

を基に、定着管理のマネジメントを行い、育児や介護など一人一人の事情に応じ

た、多様で柔軟な働き方を自由に選択できる勤務環境を整備して、必要に応じて

職員も参画しながら改善を図ることが必要である。 
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○ 具体的には、職員の勤務時間の改善（休憩時間の確保を含む）や有給休暇の取

得促進等を進めるとともに、育児・介護休業法に基づく育児・介護休業制度や短

時間勤務制度、子の看護休暇11・介護休暇制度12等について就業規則等に整備する

ことに加え、育児・介護休業や短時間勤務中の職員の代替要員の確保等を進め、

育児休業制度等を取得しやすい職場環境づくり、勤務時間・雇用形態にかかわら

ず、保育士の技能、経験、役割に応じた処遇とすることが重要である。 

 

○ 例えば、出産する前に 10年間積み上げてきたキャリア・経験を処遇に反映する

ことや、シフト固定の正社員を設けることや週４日の短時間正社員13を設け、利用

できるようにすることなども考えられる。 

 

○ 保育所は、職員の意向を踏まえ、育児・介護休業を取得でき、早期に制度を利

用する前の働き方に復帰できるようにするなど、休業前、復帰前、復帰後等に職

員とコミュニケーションをとりながら、仕事と育児・介護が両立し就業が継続で

きる働き方を実現させることが必要である。 

 

○ このため、保育所は都道府県労働局等の行政機関や社会保険労務士などの専門

家へ相談し助言を受けることや、施設長や主任保育士が働き方改革に関する研修

等に参加し、職員と働き方の見直しなどについて話し合うことにより、保育士の

魅力とやりがいに見合った、勤務環境にしていけるよう、学びや取組を進めてい

くことが必要である。 

 

○ 国は、上記の保育所の働き方改革の取組を支援するため、経験豊富な社会保険

労務士等の専門家が働き方改革支援のコンサルタントとして、保育所等へ巡回支

援することや働き方改革に関する研修会等を開催するための地方自治体への支援

を検討する。その際、賃金制度について、国の人材確保等支援助成金により整備

することなどが有効と考えられ、国は、関係団体と連携して、助成金の効果的な

活用事例を収集し、周知を進める。 

  

                                                      

11 育児・介護休業法において、疾病にかかった子の世話等をするため年 5 日（子が２人以上で

あれば年 10 日）を限度として取得可能となっている。現在は１日又は半日単位での取得である

が、令和 3 年 1 月から１日又は時間単位での取得が可能となる。 

12 育児・介護休業法において、要介護状態にある対象家族の介護やその他の世話等をするため年

５日（対象家族が２人以上であれば年 10 日）を限度として取得可能となっている。現在は１日

又は半日単位での取得であるが、令和３年１月から１日又は時間単位での取得が可能となる。 

13 短時間正社員とは、他の正規型のフルタイムの労働者と比較し、その所定労働時間（所定労働

日数）が短い正規型の労働者であって、次の①と②のいずれにも該当する者である。（① 期間の

定めのない労働契約を締結している者、② 時間当たりの基本給及び賞与・退職金等の算定方法

等が同一事業所に雇用される同種のフルタイムの正規型の労働者と同等である者） 
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○ 加えて、国は、個々の保育士がライフスタイル、意欲・能力に応じて働けるた

めの支援策や保育所における実例を収集、整理することが必要である。その際、

有給休暇制度や短時間勤務制度が十分に整備されていない保育所だけでなく、当

該制度が整備されている保育所においても、より育児・介護と仕事を両立しやす

い多様で柔軟な働き方が実現できるように、それぞれの保育所の状況に応じて使

いやすいものを作成することが必要である。 

 

○ 保育の質の向上を図る上で、保育士が一人一人の子どもにきめ細かい対応をし

ながら、休憩時間やノンコンタクトタイムも確保できるよう、現場の勤務環境の

改善の取組を後押しすることが重要である。 

国は、現在行っている３歳児の職員配置の改善やチーム保育推進のための保育

士加配の加算等に加え、１歳児や４・５歳児の職員配置の改善等について、財源

の確保と併せて、引き続き検討を進めることが必要である。 

 

○ また、子どもを長期にわたって保育できる常勤の保育士を確保することが保育

の質を担保するために重要であるが、保育士が多様な働き方を選択でき、働き続

けられる職場環境にしていくことも必要である。保育士の多様な働き方に柔軟に

対応できるようにするため、一定の要件を満たした場合に、職員の一部に短時間

（１日６時間未満又は月 20日未満勤務）で勤務する保育士を充てても差し支えな

いこととされている14。 

地方自治体には、こうした短時間で勤務する保育士の活用について検討するこ

とも含め、保育所が魅力的な職場となるよう支援していくことが求められる。な

お、短時間で勤務する保育士を活用する場合には、不安定な雇用形態や低処遇の

保育士が生ずることのないよう留意するとともに、保育士の技能、経験、役割に

応じた処遇とすることが重要である。また、一部の常勤の保育士に業務の過重な

負担がかからないよう、業務効率化や業務改善を含めたマネジメントを行うこと

が求められる。 

 

（新人保育士の育成） 

○ 保育士として勤務し始めた初期キャリアに当たる最初の３年間は、専門職として

の基礎を固められるよう、初任研修を始め各種研修が受けられることが大切である

とともに、指導する管理職のマネジメントが重要である。同じ勤務条件でも、離職

率等が大きく違ってくると考えられる。そのため、保育所においては、定着管理の

取組の一環として、新人を教育する保育士（メンター役）を育成し、その教育役は、

年数３年未満の保育士に対して、保育士の仕事を通じて、丁寧に指導と教育を行う

ことが必要である。  

                                                      

14 「保育所における短時間の保育士の導入について」（平成 10 年２月 18 日付け児発第 85 号各

都道府県知事・各指定都市市長・各中核市市長宛 厚生省児童家庭局長通知） 
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（処遇改善とキャリアアップ） 

○ 国は、平成 29年度から、研修による技能の習得により、処遇改善とキャリアア

ップができる仕組み15を導入し、保育士の必要な技能等を明確にして、副主任保育

士や専門リーダーになるためのキャリア向上の道筋とそのための能力の開発の機

会を提供することを都道府県等と連携しつつ、推進してきており、今後とも研修

内容の充実等が必要である。 

 

○ 今回の検討会の開催に先立ち、保育士等から保育所の魅力・やりがい、そのた

めに取り組んでいること、国や地方自治体等に取り組んでもらいたいことなどに

ついて意見募集を行ったところ、約 2,600件の意見を得た。国は、平成 25年度 

以降、月額最大約 8.5万円の処遇改善を行っていることもあり、随分進んだとの

意見があった一方で、取り組んでほしいこととして、国が行った処遇改善が保育

士に届いていない、処遇改善の事務処理が複雑であるなどの意見を含め処遇の改

善・昇進昇格に関する意見が約 1,300件に上った。 

 国においては、国が行った処遇改善が確実に行われるよう地方自治体と連携し

て取り組むとともに、算定事務の負担を軽減するため処遇改善の基準年度の見直

しを行った。 

 

○ 国は、保育士等の処遇改善について、財源確保と併せて、引き続き検討するこ

とが必要である。 

 

② ICT 等の活用による業務効率化と業務改善の推進 

働き方改革を進めるためには、保育業務の効率化と業務改善を進めることが不 

可欠である。 

（ICT化の推進、保育補助者等の活用のためのガイドラインの作成） 

○ 保育の仕事が多忙である要因として、保育士が作成しなければならない書類の

多さ、保育の周辺業務や補助業務の ICT化が進んでいないことが指摘されてい

る。国は、地方自治体と連携して保育書類の作成業務の省力化の調査研究を進め

るとともに、保育の周辺業務や補助業務の ICT化を進め、業務効率化と業務改善

を推進する。 

 

                                                      

15 研修は、専門分野別研修（①乳児保育、②幼児教育、③障害児保育、④食育・アレルギー対

応、⑤保健衛生・安全対策、⑥保護者支援・子育て支援）、マネジメント研修及び保育実践研修

とし、専門分野別研修については、保育現場において専門分野に関してリーダー的役割を担う者

等、マネジメント研修については、専門分野におけるリーダー的な役割を担う者としての経験が

あり、主任保育士の下でミドルリーダーの役割を担う者などと定められている。（平成 29 年４月

１日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知） 
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○ その際、勤務時間のうちノンコンタクトタイムが一定時間以上明確に確保される

ように、保育士が一日の勤務時間を何に使っているのかを明らかにして、見える化

と同時に ICT化等の推進により、業務省力化を進めることが重要である。 

 

○ 保育士の専門性が必要な業務と周辺業務の見える化を図ることにより、保育補

助者等16として周辺業務を行う保育士資格を有していない方に対する求人が行いや

すくなり、保育に関わる人材を増やすことができる。そのことによりうまれた時

間を活用して、ノンコンタクトタイムの確保や、保育士に向けた研修を実施する

ことなどが可能となり、保育の質の向上にも寄与すると考えられる。 

 

○ 保育補助者等を積極的に活用して、魅力ある職場づくりに取り組み、成果を収

めた地方自治体もある。国は、多職種協働の観点からも、多様な背景を有する保

育補助者等が保育士資格を取得して保育士として働いてもらえるよう引き続き支

援策を継続するとともに、業務負担軽減のための保育補助者に対する国の補助制

度について、ニーズの増大を踏まえ、活用促進策を検討する。 

 

○ 国は本年度中に、保育所において作成する書類の在り方、それを踏まえた ICT

化の推進、保育補助者等の活用の在り方のガイドラインを作成して、ガイドライ

ンを活用した研修を実施し、保育所における業務効率化と業務改善を推進する。 

 

○ 都道府県・指定都市・中核市等は、働き方改革のモデルとなる保育所をつくる

ことや研修等の実施により、業務効率化と業務改善を推進する保育所が増えるよ

う施策を検討することが必要である。 

 

○ 保育団体は、保育所における働き方改革、業務効率化と業務改善が推進するよ

う、引き続き、施設長や主任保育士を対象とする研修を推進するとともに、好事

例を発信することが必要である。 

 

（ICT化の更なる推進） 

○ 保育所において、ICTを活用して子どもの登園管理や保護者への連絡・記録を行

うことにより、業務効率化と業務改善が進められている。ICTの活用により、デー

タが活用される形で施設に蓄積されることで、人間による過誤を防ぎ、例えば、

保育事故の未然防止につなげるなど業務改善を図っていくことが重要である。 

  

                                                      

16 保育補助者等とは、保育士資格を有さず、保育士の補助を行う保育補助者や掃除等の周辺業務

を行う保育支援者を指す。 
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○ さらに、データが施設内・施設間でリアルタイムで共有されることも可能であ

り、感染症対応など子どもの健康・安全確保に資するような取組を進めることも

期待される。 

 

○ ICTについては、保育の質の向上のために、民間企業と地方自治体が試行的な取

組が行われているほか、オンライン研修会を進めることにより、東京と地方の受

講機会の格差がなくなる。また、経験年数の浅い保育士でも ICTのリテラシーを

活かすことによって、経験を有する先輩保育士にも ICTの利用に関して助言でき

ることも考えられる。ICTを利用する際には、経験年数に関わらず、率直な意見や

良いアイデアを提案できる雰囲気が生まれ、より豊かな保育実践につながる可能

性が広がることも期待される。 

 

○ 経験年数が浅い保育士は子どもの表情、顔だけを見ているが、10年程度経験した

保育士は表情だけでなく、周りの状況も見て、総合的な状況の中で子どもの動きを

捉え深く理解していることを示唆する研究がある。保育士として子どもの姿が本当

に理解でき、その楽しさを実感できるには 10 年程度の経験が必要であると考えら

れるが、その前に辞めてしまう保育士が多いのが現状である。ICT を振り返りや研

修などに上手く活用することにより、個々の保育者が自律的に、また自覚的に豊か

な実践力を身につけることも可能になると考えられる。 

 

○ このような状況を踏まえ、保育所における ICT等の活用を促進し、子どもの保育

所での様子を効果的に保護者等に伝える取組を引き続き支援する。さらに、記録や

振り返りの充実を通じた保育の内容の改善に向けて、官民が一層連携し、ICT等の

活用のための研究を進めることとする。 

 

○ 今回の新型コロナウイルス感染症により、ICT を更に活用する必要性が高まって

おり、そのことも十分に考慮して推進することが必要である。 

 

③ ノンコンタクトタイムの確保、保育の質の向上等 

（ノンコンタクトタイムを活用した各保育所における保育方針の共有）   

○ 施設長が中心となって、業務効率化と業務改善を行った際には、休憩時間とは

別に物理的に子どもと離れ、各種業務を行う時間とされる、いわゆるノンコンタ

クトタイムを確保し、保育士同士で保育の振り返り等を行うことが重要である。

各保育所の保育方針を共有するとともに、保護者に理解してもらうことも大切で

ある。ノンコンタクトタイムの確保は、保育のチーム力や保育の質の向上、保育

士が仕事のやりがいを実感するのに効果的である。 
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（オンライン研修の推進） 

○ 各保育所において振り返りや職場内での研修の時間を確保して、その研修等の

成果を踏まえ、各地の保育団体や都道府県等が主催する研修にその内容や保育士

等の専門性に応じて参加することが望まれる。研修の受講など学び続けられるか

否かは、魅力ある職場づくりにも密接に関連することから、国は、都道府県等が

行うキャリアアップ研修について、実施の均てん化の観点から各研修分野の内容

や特性に配慮しながら、その一部又は全部をオンラインでの受講も可能となるよ

うに、支援を検討する。 

 

（保育の質の向上）  

○ 数は少ないが、ほとんど人材募集をしたことがない、それでも人が集まるとい

う保育所がある。職員の処遇や働きやすい職場も重要だが、本質的に保育そのも

のの質が高く、魅力がある保育所であることが重要である。施設長が自らの保育

方針に基づく保育実践のみを誇るのではなく、職員を褒めるような園は魅力があ

る。 

 

○ 保育の長時間化は、保育士の勤務時間など働き方に影響を与え、保育士の働き

方は子どもの保育の質にも影響を与えている。 

 

○ 保育の質の向上を図るため、働き方改革を進めるとともに、自己評価にとどま

らず、他者からの評価を受ける、さらに進んで公開保育のような取組を行うな

ど、「保育所における自己評価ガイドライン」を始め、「保育所等における保育の

質の確保・向上に関する検討会」が示す「議論のとりまとめ」に関連した取組を

推進することが必要である。 

 

○ 公開保育や研修会などの機会に他の保育所の保育士と語り合うことで、他の保 

育所の見習うべき点を知りつつ、自分の保育所の良さを再確認できる。こうした保

育士同士の横のつながりを積み重ねることで、保育の質の底上げが図られる。 

 

○ このため、地方自治体が、現場の実践を支援する人材の育成・配置や地域におけ

る保育・幼児教育関係者のネットワーク構築と協議の場づくりの支援を行えるよう、

国は、保育所等の質の確保・向上のための取組強化事業を活用した、支援人材の配

置及び地域のネットワーク構築支援に係る地方自治体への支援策を検討する。 

 

○ 先述のとおり、国は、平成 29年度から、研修による技能の習得により、処遇改

善とキャリアアップできる仕組みを導入しているが、将来的には、この仕組みを

発展させる形で、専門医制度に倣って、民間団体が専門保育士を認定すること

や、国が保育士資格の高度化を検討することも保育の質に資すると考えられる。 
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（運営事業者の役割、保育関係者への周知） 

○ 生涯働ける魅力ある職場づくりに向けては、保育現場のみならず、保育所を運

営する主体となる事業者（社会福祉法人、株式会社、地方自治体等）の役割が重

要なものになる。法人全体の理念や方針の共有、マニュアルや研修制度の充実が

重要であるとともに、保育実践における創意工夫やそのための裁量など、保育現

場と保育士一人一人の主体性が十分尊重されていることも保育の質の充実と保育

の魅力向上にとって欠かせないものである。運営事業者がこのような取組を積極

的に進めていくためには、事業者自体が保育の質・魅力の向上に関心を持つこと

が必要であり、そのための交流・協議の場を作っていくことが求められる。 

 

（保育士が相談できる体制の整備） 

○ 就労条件の改善が必要な保育所のほか、保育の長時間化の問題や、子育て支援

をめぐる保護者との関係性の問題等が指摘されている。他の職業と同様に、メン

タルヘルスが不調になる方もいる。保育士が保育現場で就業しやすくなるよう、

国は、保育所等で働く保育士が、保育所長経験者など外部人材に相談しやすい環

境を整備することを検討する。 

 

（シニア人材の活用の推進）   

○ 保育士試験に合格して、保育士資格を取得する方は増えており、中には、これ

までの経験や知識を活かしつつ、男性も含め保育士として活躍しているシニア人

材もいる。保護者とのやり取りも上手にできる人が多く、週３日働けるシニアの

保育士を２人確保すれば、一人のフルタイムの保育士より多くの仕事ができる。 

 

○ シニア人材の活用について、保育士・保育所支援センターとシルバー人材セン

ターとの連携を含めて、国は支援方策を検討し、保育所はシルバー人材の活用に

ついて検討する必要がある。 

 

（保育士の就業に関するデータの充実、保育施策の効果の検証） 

○ エビデンスに基づく施策をより一層推進するため、国においては、保育士・保

育現場に関するデータの収集及び活用を図っていくことが必要である。特に、保

育士の定着率が高い保育所とそうでない保育所との差異の状況や理由、具体的に

は、平均勤続年数や、経営方針、マネジメント、両立を支援する制度の整備状況

や活用状況による違いなどの分析ができるよう、データを取得していくことが必

要である。 

 

○ さらに、保育士の定着率などを達成すべき「成果指標」（KPI）として設定し

て、保育の魅力向上施策の効果を検証していくことも必要である。 
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（３）保育士資格を有する者と保育所とのマッチングの改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

① 保育士・保育所支援センターの機能強化 

○ ハローワークは、本年１月から、自宅からパソコンやスマートフォンを利用して

求職申込みの事前登録手続きを可能とすること、インターネット上にマイページを

開設ことで求人検索条件の保存などを可能とすることなど求職活動の支援等のた

めのサービスの充実を図っている。 

都道府県、指定都市、中核市が設置する保育士・保育所支援センターは、機能

強化を進めるハローワークと一層連携を図りつつ、その実績等を踏まえ、以下の

ような改善を進めることが必要である。 

 

（ハローワーク、養成校や保育団体とのネットワークの構築） 

○ 保育士・保育所支援センターは、ハローワーク、各地域の養成校や保育団体等

とコーディネーターを中心にネットワークを構築し、学生・社会人の資格取得支

援や現役保育士の就業継続支援を行うことが必要である。その際、都道府県等

は、これまでの成果や他の地方自治体の好事例（参考資料３）を踏まえ、保育

士・保育所支援センターの改善方策を検討することが必要である。   

○ 国は、保育士養成施設や保育所と密に連携した保育士・保育所支援センターに

おける就業支援の好事例について収集し、関係機関に周知する。 

 

（「潜在保育士」の把握、保育士・保育所支援センターへの登録の推進） 

○ 国は、地方自治体等と連携して、保育士・保育所支援センターについて、認知

度向上に向けて、名称の在り方も含めその周知方策を検討する。併せて、先述の

保育士の魅力等を発信する基盤を通じて情報発信を強化する。 

 

○ 国は、保育士資格を有し、現役保育士として働いていない方に、保育士・保育

所支援センターに登録してもらえるよう、オンラインの手続の構築と合わせて、

保育士離職時の住所等の登録の努力義務化も含めその推進方策を検討する。 

 

 

○ 保育士・保育所支援センターは、ハローワーク、各地域の養成校や保育団体

等とネットワークを構築し、機能強化を進めることが必要である。 

○ 保育士・保育所支援センターは、学生・社会人等の資格取得支援や現役保育

士の就業継続支援を行うことが必要である。 

○ 国は、保育士・保育所支援センターの認知度向上に向けて、周知方策を検討

する。 

○ 国は、保育士離職時の住所等の登録の努力義務化を含め、潜在保育士の把握

方法を検討する。 
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（保育士資格を有する者と保育所とのマッチングを行う上での視点） 

○ 求職者は、就労条件や働いている人の状況に関心がある。例えば、施設側の離

職率や有給休暇の取得率、職員配置の充実度、短時間勤務を含めた柔軟な働き方

ができるか、育児休業が保障され、復帰後の支援プログラムが整備されているか

などについて、保育所に就職しようとする者と保育所の間で相互に情報が十分共

有されることが大切である。 

 

○ 潜在保育士についても、資格を持って保育所等で働いた後、何らかの理由によ

り辞めて潜在保育士となっている人と、養成校を出て一般企業等に勤めて潜在保

育士となっている人は特性が異なるため、それぞれに応じたマッチングの在り方

を丁寧に考える必要がある。保育士としての経験がない人を対象に、無料で、研

修の受講や試行的に保育所での勤務ができるようにしている地方自治体もあり、

そのような取組をより多くの地方自治体で行う必要がある。 

 

○ 潜在保育士と言われる人の中には、もう少し子どもが大きくなったら働きたい

と思っている方もいる。そのような人に、少しでも早く働いてもらえるように、

その人が出席する行事等の開催に合わせて、働きかけることが大事である。 

 

○ このため、国は、保育士・保育所支援センターや市町村の就職支援を行う者

が、管内の保育所等を巡回してヒアリング等を実施しながら、求人情報や短時間

勤務や育休から復帰後の職場での支援等に関する情報を収集し、求職者と雇用者

双方のニーズ調整等を行い、マッチング機能の向上が図られるよう、必要な支援

策を検討する。 

 

② その他の取組 

（保育士試験合格者に対する保育所での実習） 

○ 平成 28年度から保育士試験を年２回実施しており、保育士試験に合格して保育

士になる者は増えている。保育士として従事する者が増えるよう、地方自治体

は、関係団体と連携しつつ、保育士試験の合格後に、希望する保育所での実習が

行えるように、保育の質の向上のための研修等事業17の活用等を検討する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

                                                      

17 保育士の専門性の向上と質の高い人材を安定的に確保する観点から、都道府県や市町村（特別

区を含む）が行う研修に対して、国が半額補助する事業。 
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（民間職業紹介事業者に対する取組） 

○ 民間職業紹介事業者については、平成 30年１月から施行されている改正職業安

定法により、就職者の数や手数料に関する事項を始めとする情報を提供すること

が義務付けられるとともに、指針の改正により、自らの紹介により就職した人に

対して就職した日から２年間は転職の勧奨を行ってはならないとされている。さ

らに、国は、こうした法令や指針の内容を遵守している事業者に対して、自ら遵

守していることを宣言する事業を開始している。このような規制や取組につい

て、保育所関係者に周知していくことが必要である。 
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お わ り に 

 

 

保育所は、子どもが健やかに育つ上での基盤を培い、地域の子育てを支援する場

所であり、社会に不可欠なものである。このため、子どもの安全の確保を含め、保

育の質を確保・向上していく取組は不断に進めていく必要がある。 

本検討会としては、その基盤を固め保育の質を確保・向上させていくためには、

保育の現場や職業の魅力の向上が必要であるとの観点から、現場の優れた実践等に

ついてヒアリングを行いながら検討を行った。 

保育士は、子どもの育ちに関する高度な専門知識を持つ専門職であり、多くの子

どもを見守りながら育み続けることができる魅力あふれる仕事であり、その魅力を

多くの方に知ってもらうことが保育の質の確保・向上にもつながる。そのために

は、保育所を保護者や地域の住民等に「開き」、保育現場の日常や保育士の専門性を

発信して、社会に魅力を伝え、保育現場がすべての子どもの健やかな成長の場であ

るとともに、保育士はもとより保護者を始めすべての関係者にとって魅力ある場と

なるよう、理解と協力を得ていくことが必要である。 

また、長時間労働や出産・育児等のライフイベントを契機に離職している実態を

踏まえ、保育現場の働き方を変え、保育の質の中核を担う保育士が安心して生涯働

けるよう、保育士の勤務環境の改善を図っていくことが必要である。これは、保育

現場の個々の取組に頼るだけでなく、行政や関係機関が、保育現場を支援する取組

を継続的に行っていくことが必要であり、保護者を始めすべての関係者の理解と協

力が欠かせない。 

また、本検討会の検討範囲を超えるが、保育士がその能力を十分に発揮して子ど

も中心の保育を実現しつつ、働き方改革を推進していく上では、昭和 43年に意見具

申され 30年かけて実現された現在の保育士配置基準について改善に向けて検討して

いくことなど保育制度の持続可能な在り方について、近い将来、別途議論されるこ

とが期待される。 

最後に、今般の新型コロナウイルス感染症は、人々のライフスタイル、働き方を

始め社会に大きな影響を与えたが、こうした中においても保育を継続して行ってい

る保育現場に対して、国民から感謝の声が多数寄せられた。本検討会としても、保

育所の開所のために御尽力されている保育現場の皆様に、改めて、感謝の気持ちを

示したい。加えて、保育の魅力向上に関する意見募集では、保育現場から、2,600件

を超える多数の意見が寄せられたことにも深く感謝したい。 

 

 

 

 



 

（別添１） 

 

 

「保育の現場・職業の魅力向上検討会」構成員名簿 

 

 

 近江屋 希   鳩の森愛の詩あすなろ保育園 園長 

 

菊地 加奈子  全国社会保険労務士会連合会 分野別業域拡大支援部会委員 

 

佐藤 博樹   中央大学大学院戦略経営研究科教授 

 

佐藤 弘道   ＮＨＫ「おかあさんといっしょ」第１０代 体操のお兄さん 

 

汐見 稔幸   東京大学名誉教授 

 

首藤 丈彦     大分県福祉保健部こども未来課長（令和２年４月以降） 

※御手洗 洋子          〃        （令和２年３月以前） 

 

遠山 芳雄   相模原市子ども・若者未来局参事兼保育課長（令和２年４月以降） 

※若林 和彦              〃           （令和２年３月以前） 

 

那須 信樹   中村学園大学教授 

 

馬場 拓也     社会福祉法人愛川舜寿会常務理事  

 

宮川 勉       小学館 第三児童学習局プロデューサー兼教育編集室室長 

 

森 知子       聖和短期大学准教授 

 

吉田 正幸   株式会社 保育システム研究所 代表 

 

  

 オブザーバー  内閣府子ども・子育て本部 

         文部科学省初等中等教育局 

         厚生労働省職業安定局 

 

 事務局 厚生労働省子ども家庭局保育課 

 ※組織内の人事異動により交代 



 

（別添２） 

 

 

検討会の開催経緯 

 

 

１月 16日～２月 15日       魅力向上の意見募集 

 

２月６日（木） 13時 30分～15時 30分    検討会 第１回 

 【議題】 

   ・本検討会の進め方 

   ・保育の現場・職業の魅力向上について 

   

２月 17日（月） 10時～12時 30分      検討会 第２回 

  【議題】 

   ・保育士の養成等について 

・保育士の職業の魅力と発信方法について 

    ※関連する事項についてヒアリングを実施 

 

７月 10日（木） 14時～16時 30分      検討会 第３回 

  【議題】   

     ・魅力ある保育の職場づくりについて 

    ※関連する事項についてヒアリングを実施 

 

７月 30日（木） 10時～12時        検討会 第４回 

  【議題】 

   ・保育士資格を持つ方と保育所のマッチングの改善について 

    ※関連する事項についてヒアリングを実施 

 

８月 24日（月） 10時～12時        検討会 第５回 

【議題】 

・報告書の骨子（案）について 

 

９月 17日（木） 14時～ 16時        検討会 第６回 

【議題】 

・報告書（案）について  

          

 



現在の施策 ・生徒の職場体験の促進 ・保育士修学資金貸付等事業
・就職促進支援事業

・保育士の処遇改善
・ICT導入、保育補助者による業務効率化の支援
・保育者宿舎借り上げ支援事業

・保育士・保育所支援センター設置運営事業
・潜在保育士再就職支援事業
・若手保育士や保育事業者への巡回支援事業

課題

中高生 養成校の学生 保育士

保育士試験 保育士

保育士養成及び就業に係る各段階における現状・課題と主な対応策

対応策

・保護者と園の方針を共有し、保育の理解を。
・保護者に保育所での保育参加を呼びかけ。
・地域住民等とつながる開かれた保育所へ。
・近隣の保育士を対象とした保育の公開等の促進。

保育士の職業の魅力の発信の向上 生涯働ける魅力ある職場づくり 保育士資格を有する方と
保育所とのマッチングの改善

保育所

保育団体

保育士養成校
養成校団体

地方自治体

厚生労働省

・自治体・養成校と連携し、保育の魅力を発信。
・顕彰制度の実施。

・実習の充実等学びの質の向上。オンラインも活用
した養成校の学生と現役保育士との交流・対話。
・実習指導に携わる者に共通の研修の開始。
・HP等により、保育士の魅力・専門性を発信。

・養成校や保育団体と連携して、中学高校への
働きかけ、保育の仕事の魅力を発信・体験する
イベントの開催。

・保育の仕事の魅力や保育関連の体験イベント、
各地方自治体の強み（フォローアップや研修
の取組充実、保育の日の創設等の保育士確保
策の好事例）等を発信する基盤の構築を検討。

・HPやSNS、マンガ等を活用した魅力の発信の
検討。

・働き方改革の推進。（保育士のキャリアバスの明確化、多様で柔
軟な勤務形態の推進、技能・経験・役割に応じた処遇。）

・ICTや保育補助者等の活用により、業務効率化と業務改善の推進。
・ノンコンタクトタイムを確保し、「子ども理解」を中心に語り合
える環境を実現。

・卒業後１～２年目の保育士について、勤務園と連携して支援・
教育し、専門職の基礎を確立（初任者研修の検討。）。

・保育士としての悩みや課題を抱えている卒業生が母校で相談
できる環境づくり。

・オンラインの活用など研修に参加しやすい環境を構築。
・働き方改革のモデル園の検討と研修等の実施。
・労務管理の専門家による保育所への巡回支援等を推進。
・必要書類の簡素化に向け、国の調査研究を踏まえ検討。
・保育所のICTの推進の検討。

・ライフステージなどに応じた働き方の支援策や実例を整理。
・労務管理の専門家による保育所への巡回支援策を検討。
・自治体と連携して、必要書類の簡素化の検討。
・ICTの活用のための調査研究や、業務改善のガイドラインの作成。
・シニア保育士や保育補助者の活用に係る支援策を検討。
・保育士等が外部人材に相談しやすい環境整備の検討。
・（内閣府）保育士の処遇改善について財源確保と併せ検討。

・施設長、主任保育士を対象とする「働き方改革と業務効率化・
業務改善の推進」等に関する研修の推進。
・働き方改革と業務効率化・業務改善に関する好事例の発信。

・園の保育方針や運営方針の見える化。
・地域住民等が保育に参加、活躍する機会づくり。

・卒業生の横のつながりの強化、保育士の
コミュニティ作りのサポート。

・保育士が離職後に、復職できるような
フォローアップ体制作り。

・保育士・保育所支援センターの機能強化や関係
機関とのネットワークの構築
・学生等の資格取得支援や現役保育士の就業継続
支援の実施。

・保育士・保育所支援センターの好事例を収集。
同センターの認知度向上の取組。

・保育士離職時の住所等の登録の努力義務化を
含め、潜在保育士の把握方法の検討。
・民間職業紹介事業者に対する規制や取組につ
いて、保育所関係者への周知。

（入学時点）
・定員充足率の低迷
＜平成30年度入学者厚労省調べ＞
大学88% 短大:77％専門学校59%

（卒業時点）
・卒業生の15％が一般職に就職

・キャリアアップしながら生涯働ける職場づくり
・魅力ある職場づくりに向けて、働き方改革と
業務効率化・業務改善の推進

＜保育士を辞めた理由 平成30年度東京都調査＞
職場の人間関係34%,給料が安い29%,仕事量が多い28%,労働時間
が長い25%,妊娠・出産22%, 健康上の理由21%, 結婚18%

・教員・保護者の保育
の仕事への理解増進

・潜在保育士と保育所とのマッチングに関し、保育士・保育所支援
センターと、養成校や保育現場との連携促進

・個々の就業希望者の状況に応じたきめ細かなマッチング

＜保育士就業経験がある者の保育士再就職時の希望条件 平成30年度東京都調査＞
通勤時間80%,勤務日数78%, 勤務時間76%, 給与等」64%
雇用形態パート・非常勤採用 56%,働くことが可能な家庭の状況43%,
自身のキャリアアップが可能 やりがいを感じられること38%, 
雇用形態 正社員採用38%  施設の運営奉仕への納得感 37％、
※ 退職者の約７割は、時間単位勤務での復職意向がある。

・保育士・保育所支援センターについて、
自治体と連携して、周知する。

※上記のほか、厚生労働省において、保育士の就業に関するデータの充実、KPIを設定し、保育施策の効果を検証する。

＜平成29年土退職者の退職理由 （独）福祉医療機構調査＞
転職（保育業界）33%, 結婚 30% , 体調不良 24%, 転職（他業界）
19%, 出産・育児 18% ,職場の人間関係 16%, 親族の介護 15% 

（別添３）

主体



 

（参考資料１） 

 

保育の現場や保育士の職業のやりがい・魅力について 

 

（検討会での主な意見） 

〇 保育士は、子どもの存在を通して、命と向き合い、社会と関わる。 

〇 専門職として、保育を必要とする多くの子どもの多様な姿や育ちを定点観測のよ

うに見続けることができる。 

〇 保育士が各々、特技、専門知識を持っていることで、保育の現場がもっと豊かに

なる。 

〇 保護者とともに、子どもの成長の喜びを分かち合うことができる。 

〇 社会を支えるインフラとして欠かすことのできない感動のある職場であり、仕事

である。 

〇 自分のライフワークを仕事に活かせる。 

〇 あそび歌や造形などの特技を仕事に活かせる。 

○ 正解がないことが面白い。保育に正解はないが、保育士は専門性により個別の取

組を積み重ね、最適解を導いている。 

○ 保育の現場は、人間学やマネジメントの要素が内包されている職場。 

○ 未来につながる仕事。保育者も生涯も学び続けられる。 

 

（意見募集での現場からの主な意見） 

＜子どもとの関わり・成長実感＞ 

○ 無垢な心から発せられる言葉や大人とは違う感性や発想に触れたりする時に、子

供と関わる事の面白さや感動を得られる。 

 ・純粋で無邪気で何事にも一生懸命な姿を見ていると自然に笑顔になる 

・可愛い呟きが拾えた時（自身が病欠した翌日、「おかえり、どこに行ってたの？」

と聞いてきた） 

・何気ない行動に憧れをもってくれ、「先生みたいになりたいから」と子どもから

自主的にピアノの習い事を始めたいと聞いた時 

・休みの次の日に「保育園に行きたくて泣きました」という話を聞いた時 

・「おいしい！どうやってつくったの？おかわり！」と食に興味を持ってくれた時 

○ 子どもたちの心の動きや感情面などに、成長を感じたとき。 

・「保育園大嫌い」と言ったり大泣きだった子が喜んで登園するようになった時 

・子どもたちが自信に満ち溢れた表情で卒園していく姿を見た時や、中高生、社

会人になった子ども達が人生の節目で園へ来てくれた時 

○ 自分が工夫して、出来なかった事が出来るようになった時や、子どもと信頼関係、 

愛着関係を結べたと感じられた時 

・ 昨日できなかったことができるようになる瞬間に立ち会えるところ。初めて



 

歩いた時，言葉を話した時，縄跳びが跳べた時，はさみが使えた時･･･等ひとつ

ひとつの成長を側で感じることができる 

・ 計画した遊びなどを純粋に楽しんでくれた時、思うように心が通じない子と

通じ合えた時 

○ 愛着形成を通して人格形成の時期に携われる仕事、日本の将来を担う、未来の力

を育成しているという責任ある仕事 
 

＜保護者との関わり＞ 

○ 子どもの成長する姿を保護者と一緒に喜び合える所、保護者の悩みに寄り添い子

どものために一緒に考えていく所 

・ 「園でできるようになった」「先生たちのおかげで出来た」などと言ってもら

えると「頑張って良かった」と思える。保護者の方の笑顔を見ると安心する 

・ 悩み相談をされた保護者が笑顔になって帰られる時 

・ 子どもたちや保護者から手紙をいただいた時や、自分が頑張った事に対して

保護者の方から感謝を伝えてもらえた時 

・ 様々な保護者がいるので大変な面もあるが、保護者から感謝されたり、子ど

もの成長を共に喜び合ったりすることができる 

・ 子どもが出来なかった事ができるようになった瞬間や、保護者の方に育児の

楽しさを伝えたり、この園に預けて良かったと感じてもらい、笑顔で卒園を

迎えられるところ 

・ 保護者と連携を取りながら子どもとかかわり、そのことで子どもの姿が良い

方向に変わった時 
 

＜自身の成長・学び・喜び・誇り・自主性＞ 

○ 自分のやったこと、かけた言葉によって、成長がみられた時にやりがいを感じる 

•  自分が関わったことで子どもが変わる（自信をつける、のびのびとする、

得意なことをみつける 等）、子どもと一緒でないと見られない景色が見られ

る、毎日が違うことの連続 

• 自分の得意な部分を活かすことができる 人間の生涯を決定づける乳幼児

期の発達に対して、責任ある位置を占める仕事をしていること 

•  自分の提案した企画や環境設定で子どもたちが喜んで楽しんでいる姿 

○ 子どもたちの成長を支えながら、保育士自身も、子どもや保護者との関わりの中

で、人間力を豊かに育める 

• 子どもの感性や素直な発想に触れ、自分自身も子どもたちと共に成長できる 

• 子育てに奮闘している保護者と日々関わることで、自分自身も成長させら

れる 

・子どもをみる知識が豊かになり、自分自身の欠点もよく分かるようになる 

○  保育士という職業は、専門職だと思える所にやりがいを感じる 

○ これからの日本を担う世代を育てるという、とても大きな楽しみ、将来の日本を

担う人を育てる誇り 



 

• 保育士は子どもにとって身近な存在であり、家庭の一部の役割を担い、子 

どもの成長発達に大きな使命感・責任感を持って資格を活かした職種である 
 

＜働く場所としての環境＞ 

○ 一人で抱え込むことなくチームとして連携を図り仕事ができる。 

  ・ 職員同士協力して、子どもたちのために様々な経験の機会を提供できる 

・ 幅広い年齢層で構成された職員一同が、それぞれに専門職としての知識や経

験を発揮し、連携して保育を進めることができる 

・ 保育士だけでなく、栄養士や事務員・看護師・保育補助員も含めて、それぞ

れの立場でそれぞれの特性を活かしながら協力しあえている 

・ 個々それぞれの担当業務を行うが、全体で一人一人の子どもの成長を見守

り、育むため、同じ方向を見て共有、共感しながら仕事ができる 

・ 複数担任であることから仕事のことを 1人で悩むということがあまりない 

・ 先輩から学び、後輩に伝えていく、一人では味わえない達成感 

○ 人間関係 

  ・ 感じたこと思ったことを正直に打ち明けられ、子どもの姿を語り合える雰

囲気がある 

・ 働く職員に対しても仕事と子育てを両立できる為の理解がある 

・ 子どもに寄り添った保育を保育士・職員全体で協力しながらすすめること

で、職員同士のつながりが深まり、資質を高めあっていける 

・ 家庭をもつ身として理解があり、園全体で快くフォローしてくれる 

・ 一般企業と比べて「保育」という「優しい心」「汚くない心」「憎しみのない

心」などの穏やかな心を持ち働く場所であるため、人間関係の問題の比重は

少ないと思う 

・ 子育てしながら働く母親の大変さを理解してもらいやすい 

○ 子どもとの関わり 

・ 子どもたちの元気な声や笑顔で力（パワー）を貰える場所 

・ 子どもの笑顔や生き生きした表情が見られる明るい職場である 

・ 子どもたちの楽しい発想、可能性やいろいろな表現があふれているような希

望の場所、発見や驚きがあり新鮮 

・ 様々な年齢の子どもたちと一緒に生活することができる環境であるため、子

どもたちからパワーをもらったり、癒されたりと、仕事中に保育士自身の心

が満たされる場所 

・ 子どもの成長と共に自分自身も見つめ直す機会があり、成長できる所 

・ 子どもにとって重要な乳幼児期に関わることが出来る嬉しさ 

○ 成長実感 

・ 日々の子どもの姿の変化、成長は他では得られない感動がある 0才～就学 

前までの子どもを預かる為、長い年月の中での成長が見守る事ができる 

・ 人間として大切な幼児期に関わることができる 
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■対象
主任保育士など園運営
のリーダー的な保育士
等
（受講者 19名）

■研修内容
・全３回実施
・働きやすさの構造等の
理論や自園でのアンケ
ート実施による課題の
ピックアップ
・課題解決に向けたモデ
ル園への相談
・最終回に各園での取組
を発表

■主な各園の課題
休憩時間の確保や非常勤
と正規職員とのコミュニ
ケーション円滑化 等

モデル園の成果報告会
にあわせて開催。

登降園システム、請求
業務、午睡チェック、防
犯カメラ、連絡帳アプリ
など様々なICTを紹介
（6社）。

モデル３園に対し、保育現場に精通したコンサルタントを派遣。また、保育士の負担軽減のた
め、モデル園を対象としたＩＣＴの導入・改修補助金を創設（補助基準額1,000千円 県1/2モデル園1/2）。

●働き方改革に向けた機運醸成 ●業務改善に関するノウハウの横展開

保育人材確保のためには、業務負担の軽減や休暇取得などの環境づくりが重要
との観点から、研究会を設置し議論 【委員】保育園長、保育士、社労士 等

大分県における「保育現場の働き方改革」の取組

大分県保育現場の働き方改革研究会(H30)による行政への提言 提言を踏まえた県の事業化

①現場における実践支援（専門家派遣、ICTシステム導入、実践リーダー養成）
②園長等管理職の働き方改革の意識醸成
③保育従事者の確保
④行政事務の効率化ときめ細かな情報共有
⑤保育士が相談できる体制の整備
⑥社会全体で子どもの育ちや親を支える体制づくり

提

言

内

容

事

業

内

容

モデル園へのコンサルタント派遣、ICT補助 ICT展示会 実践リーダー養成研修

アンケートによる

現状分析

ヒアリングによる

課題把握
アクションプラン作成

プラン実施

進捗確認
振り返り

取組のポイント

モデル園 現状・課題 アクションプラン 効 果

Aこども
園

①行事回数が多く、
その準備が負担
②保護者への園全体の
園便り冊子作成が負
担

①卒園式の保育化、休日を
利用した全体準備 等
②園便りを園全体の冊子では
なく、クラス毎に作成

👉園長主導ではなく、主幹
保育士を中心に取組を実施

①全体準備を、保育士だ
けではなく栄養士など
全ての職員で実施した
ことで、一体感が強化
②作成時間短縮

（▲90～180分/月）

B保育所

①経営サイドと職員間
のコミュニケーショ
ン不足
②毎日の清掃業務が負
担
(30分以上/人)

①意思決定フローをトップダ
ウンから職員会議に転換
②清掃日を週２回にし、一部
清掃を園児と実施(保育化)

①職員より「話しやすい
雰囲気ができた」との
声
②職員全員の１日の清掃
時間短縮
690分→430分（▲260分）

C保育所

①新設園のため、園長
の保育への理念が職
員に認知されていな
い。自分の保育の方
向性に迷っている職
員がいる

①時間を決めて職員会議を行
い、その中で園長の目指す
保育についての理念共有を
行う

①職員の理念に対する認
知度が向上し、保育の
方向性が統一されたこ
とで、職員の保育への
迷いが和らいだ

※併せて午睡チェック機器を導入し、
職員の負担を軽減

①モデル園へのコンサルタント派遣、ICT補助
実践リーダー養成研修の実施（R1～）

②モデル園の成果報告会、ICT展示会、外部講師による
セミナーの開催（R１～）
③保育補助者雇上助成（R1～）

④保育士就業支援サイト「保育おおいた」開設・情報発信
（R2～）

⑤保育士経験者による「保育士のお悩み相談」実施（R2～）
⑥イクボスの推進、パパのコミュニティづくり（R1～）

（参考資料３）



相模原市における「保育士人材確保等推進事業」の取組

■市総合就職支援センター
・市就職支援センター、自立支援相談窓口、若者サポートステーション
の３つの就労支援機関を集約
・ハローワーク職業紹介・相談コーナーを併設

■保育士等就職支援コーディネーター
・平成２７年７月に市就職支援センターに配置
・市内の潜在保育士の発掘に注力し、地域に根ざした事業を展開
・合同就職説明会、面接会、就職セミナーの開催
・相談者の１人ひとりのニーズに合わせた就職支援を実施
・センターだよりを発送等、就職後の定着を支援
・令和元年度実績：個別相談２１８件、就職決定３６人

■ハローワーク職業紹介・相談コーナー

■養成校
・訪問事業、ダイレクトメール送付

■市保育連絡協議会
■私立保育園・認定こども園長会

■かながわ保育士・保育所支援センター
・平成２６年４月に開設
・県社会福祉協議会へ委託
・神奈川県、横浜市、川崎市、
横須賀市、相模原市の共同事業
・保育士等職業紹介、潜在保育士
に対する情報提供

関連する機関・団体と連携

●就労支援機関を集約し、機能を一元化 ●ニーズに合わせた就職支援取組のポイント



京都市保育人材サポートセンター事業内容 ＜開設年：平成２６年度 委託先：公益社団法人京都市保育園連盟（事務局内にセンターを併設）＞

✦ 職業紹介事業
①求職者に対して保育園等の採用情報の提供，
求職者と保育園等の双方のニーズを踏まえた
勤務条件等の調整

②園見学や面接の調整，紹介状の発行
③就職後のフォローも実施，勤務上の悩みなど随時
相談が可能 ✦ 保育園就職面接会

平成２６年度から保育園等が就職希望者に対して面接
や説明を行う保育園就職面接会を開催
⇒保育人材サポートセンター及びハローワークのブース
を設置し，就職に関する制度や研修，イベントの案内を
はじめとした就職相談も可能としている

✦ 保育園・認定こども園 就職×転職相談
平成３０年度から，保育園等への就職を目指してハ

ローワークで求職活動を行っている方等を対象とした就
職相談会をハローワーク内で開催（出張相談形式）

✦ 潜在保育士再就職支援研修・保育士試験合
格者に対する実技講習
平成２６年度から潜在保育士を対象に，就業前の不

安を軽減し，保育園等に継続して勤務することができ
るよう再就職に向けた講義・実技・体験実習を組み合
わせた研修を実施。
平成２８年度からは保育士試験合格者に対象を拡大

平成２８年度から，平成３０年度には，コーディネーターを増員（１名→２名）し，体制の強化を図っている。
また，本センターは，京都市保育園連盟事務局内に併設されているため，保育園等との関係性の構築，保育現場の声や情報が

即時に入手でき，柔軟に対応できる環境が整っている。

✦ 保育園就職フェア
平成２５年度から翌春，卒業予定の保育士養成校の

学生等を対象に実施。平成２８年度からは京都府との
共催により実施し，各回約１００ブースの出展。年間
約５００人が来場

京都市における「保育士・保育所支援センター」の取組

●保育現場の情報を即時入手 ●労働局及びハローワークとの連携取組のポイント

（センターの紹介冊子を
Ｒ2年度にリニューアル ）

【労働局及びハローワーク連携事業】



実技研修会の様子

倉敷市における「保育士・保育所支援センター」の取組 （保育士になるなら倉敷で）

１ 保育士・保育所に寄り添った支援 ２ ニーズや状況に合わせた多層的な取組の実施 ３ 保育の現場・養成校と連携した取組の充実

倉敷市保育士・保育所支援センターの特徴（公立保育園・認定こども園の園長ＯＢ２名＋事務職員１名配置）

①現役保育士を離職させないため，現役保育士が求める魅力ある・働きやすい職場づくりや研修機会の充実
②あらゆる手段での保育士確保策の実施（民間保育所協議会・私立幼稚園協会・養成校との連携）
③保育士を保育所・養成校・市の全体で育成へ（市内高校⇒ 市内養成校 ⇒ 市内の保育所等への就職）
④市直営によるメリットをいかし，保育士・保育所からの率直な意見をダイレクトに保育施策へ反映

主な取組例

①
〇悩み・情報の共有のため交流研修会の実施（年代別・経験別・担当歳児別・男性保育士のみなど）

〇上記で要望のあった研修の復命書なしでの実施（育休中・子育て中・運動会や発表会の題材など
細かなテーマでの交流会，ピアニカ・おもちゃ・読み聞かせ・運動あそびなどの実技研修など）

②

〇潜在や就職前の保育士に寄り添った体験研修会の実施（場所・内容などは個別相談での対応，体
験中はセンター職員が寄り添い，就職後もファローアップなど）

〇民間保育所協議会・私立幼稚園協会・養成校との連携した就職ガイダンス・就職フェアの開催（年
４回程度）
〇民間園専用のＨＰ開設及び就職希望登録サイトの設置
〇公民私立保育所・幼稚園など市内の就学前施設就職・各種相談窓口の一元化
〇無料での保育士試験準備研修会や幼稚園教諭免許状更新講習会の実施

③
〇①の研修の成果を冊子して，各園へ配布することで内容のフィードバック
〇養成校（主に保育園を取り巻く環境等の説明）・高校（保育士の魅力ＰＲ）での授業
〇保育士確保・保育士育成だけでなく学生確保もテーマにした「養成校連絡協議会」の実施

④

〇市の保育施策立案の担当である保育・幼稚園支援室へ情報提供
☆安心して市で働いてもらえるよう多様化する保護者対応などに悩む保育士・保育所へ「市内の
保育士・保育所等は市が守るという方針」の明確化（教育委員会・警察とも連携）
「市全体の防災情報発令時の対応方針」を作成するとともに「防災情報発令時の対応」・「コロナ
対応」などの通知は園と市の連名で保護者に通知したり，市全体としての保育内容等の文書も発出
☆保育士自身の育休・育児時間・学童保育送迎への配慮など

保育士も子育ての時間がちゃんととれるよう配慮するなど公立園で各種施策を実施し，毎年１０名
程度の退職が退職者０名を達成 ⇒ 成功例を民間園へ伝える。

高校生向け出前講座の様子

交流研修会の様子

取組のポイント



●保育の質の向上と保育士確保を目的とした業務改善と働き方改革

保育の仕事に絶望した潜在保育士に働きかけるには、「働きやす
さ」と「働きがい（保育の魅力）」の両方を上げていく必要がある

豊岡市における「保育士確保推進事業」の取組

豊岡市の取り組みの背景にあったもの

実際に取り組んだこと

取組のポイント

 人口約８万人の小さな地方都市
 無償化の影響で保育園・こども園ニーズが高まり待機児童問題が深刻化

 県内・近隣都市では保育者への宿舎借上制度を実施（豊岡市は未実施）
していたことにより、市内の保育士が流出する危機にあり、加えて近隣
都市からの採用が難しい状況

 市内でハローワークに求職していた保育士有資格者（潜在保育士）のう
ち、30／31人が他業種への就職を希望していた

保育士が市内からも市外からも採用できない

事業の内容

モデル園事業（社会保険労務士・保育の専門家の先生によるコンサルティング）

• 補助者の活用（保育士が本来の仕事に集中できるように）
• ICT化による業務効率化
• 多様な働き方の導入
• 保育の専門家の先生による実践的な研修

 市内の全業種を対象とした主婦の掘り起こしイベント、「おしごと相談
フェア」にモデル園が参加。
→保育士対象の就職相談会ではほとんど人が集まらないのに対して、主
婦たちにとって親近感があり、一番人気で多数の応募者が
→主婦の働きたい時間帯は保育園の忙しい時間帯でもあった。できるだ
け具体的に仕事の内容を伝えることでイメージしやすくなった。

 ICT化による効率化
PCに抵抗があったため、優先順位をつけながら進めた。
①配布物をなくす（おたよりを印刷して配布→PDFで配信）
印刷時間 60時間→24分／月 印刷費用 16,000円→100円／月

②保護者とのコミュニケーションを紙・電話→ICT

素早い情報把握、丁寧な共有が可能に。
③記録類のICT化
データ管理によって時間短縮され、記録の検証がしやすくなった。

 専門家の先生による研修

人手不足で業務過多だったときは研修をする時間が取れず夜間になって
しまったり、せっかく研修をしてもそれを園内で共有したり実践に移す
ことができない状態であったのに対し、業務改善と同時進行で進めたこ
とで、講義→実践→具体的な疑問を先生に質問→皆でディスカッション、

という生きた講義に発展した。保育が良くなっていく面白さに保育者が
気づき、ひとりひとりが保育を楽しむ様子が見られるように。

 多様な働き方の導入

それぞれの雇用形態や役職に対して、どんな仕事の内容があって、どの
程度の責任が伴うのかがわかりづらかったため、「常勤はとにかく大変
そう」「責任を負いたくない」と、ベテラン保育士が非常勤になってし
まい、スキルや力を出し惜しみする状況にあった。職務を明確に示すこ
とと、常勤と非常勤だけでなく「限定職員」「補助者」を加えることで
安心してキャリアアップにチャレンジすることができるようになった。
ベテラン職員の力がより一層発揮され、全体の質が向上した。

取組の成果

① 常勤の有給休暇の取得日数（年間）が約4倍に増加した
② 担任全員で打ち合わせをする時間が確保できるようになった
③ ICT化により持ち帰り仕事がなくなり、園内で時間内に仕事を終わらせる
ことが徹底された

④ キャリアアップへの不安がなくなり、チャレンジする職員が増えた
⑤ 保育の質が大きく向上した。保育を楽しむ職員が増えた



 


